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第１章 序論 
 
第１節 背景 
 院外⼼停⽌は全世界で主要な死因の⼀つであり、我が国では 2016 年には約 12
万件発⽣している 1)。院外⼼停⽌では、その⽬撃者の多くは⾮医療者の⼀般市⺠
であり、⼼肺蘇⽣は、⼀般市⺠の協⼒が不可⽋な領域である。⼀般市⺠による蘇
⽣⾏為の状況については、20 世紀末までは統⼀された記録様式や⽤語、定義が
⻑らく統⼀されていなかった。これを問題視したアメリカ⼼臓協会(the 
American Heart Association)、ヨーロッパ⼼臓学会(the European Society of 
Cardiology)、ヨーロッパ⿇酔学会(the European Academy of Anesthesiology)、
ヨーロッパ集中治療学会(the European Society of Intensive Care)などが集まり、
国際蘇⽣会議が開催された(ウツタイン会議)。こうして 1990 年 12 ⽉に、院外
⼼停⽌症例の蘇⽣に関する記録を、国際的に標準化して⾏う、ウツタイン様式が
確⽴された 2)。 

 ウツタイン様式を⽤いて、院外⼼停⽌患者における予後の改善を⽬指すべく、
世界では様々な研究が次々となされており、現在では⼼停⽌の⽬撃、その場に居
合わせた⼈による⼼肺蘇⽣⾏為、AED の使⽤や救急隊到着時の初期波形が予後
に⼤きく関連することが世界的に知られている 3,4)。国内で初めてウツタイン様
式を導⼊したのは平成 10 年の⼤阪府であり、ウツタイン⼤阪プロジェクトとし
てデータの集積を⾏なった。その後、平成 17 年 1 ⽉から全国の消防本部にお
いて⼀⻫にウツタイン様式の導⼊し、オンラインで集計・分析するためのシステ
ムの運⽤も開始しており、成⼈の院外⼼停⽌症例に対するその場に居合わせた
⼈による胸⾻圧迫のみの⼼肺蘇⽣の有⽤性 5)や、救急要請・⼼肺蘇⽣開始・除細
動までの時間の短縮と、1ヵ⽉後の⽣存率・転帰良好率の改善を⽰し、迅速かつ
円滑な救命の連鎖の重要性を検証する 6)など、多くのエビデンスを実証した。
2016 年の総務省消防庁の報告によると、とくに⼼筋梗塞、不整脈、その他⼼臓
が原因と考えられる⼼原性院外⼼停⽌では、その後の神経学的予後良好な患者
の割合は、胸⾻圧迫によって約 2.4 倍、AED に使⽤によって約 9.3 倍に上昇す
る 1)。 
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 ウツタイン様式の統計を元に、消防機関や⽇本⾚⼗字社などが中⼼となって
⼀般市⺠への積極的な⼼肺蘇⽣の普及の取り組みや AED の設置など 7)を⾏って
きた。その結果として、⼀般市⺠に対する⼼肺蘇⽣に関する啓発活動も実を結
び、院外発症の⼼原性⼼停⽌患者に対して、⼀般市⺠が⼼肺蘇⽣を実施
(Bystander CPR)した件数は平成 19 年から平成 28年で約 1.5倍、AED を使⽤
した件数は約 4.2倍まで上昇している 1)。しかし、ここ 3年間では⼀般市⺠によ
る AED施⾏率は緩やかに上昇を続けているものの、Bystander CPR の件数は横
ばいとなっているのが現状である 1)。 
 
第２節 本研究の⽬的 
 本研究は、特に⼀般市⺠の⼼肺蘇⽣がより重要である⼼原性院外⼼停⽌につ
いて、ウツタイン様式の統計を利⽤して、⼀般市⺠による蘇⽣⾏為の現状と予後
との関連、そして問題点を提起することを⽬的とする。第２章では川崎市の、第
３章では全国のウツタイン様式の統計を利⽤し、研究を⾏った。 
 
第３節 ⽤語の説明(引⽤⽂献(1)より抜粋) 

⼼停⽌： 
脈拍が触知出来ない、反応が無い(意識が無い)、無呼吸あるいはあえぎ呼吸(死
戦期呼吸)で確認される⼼臓機能の機械的な活動の停⽌をいう。 
 
 AED⾃動体外式除細動器(Automated External Defibrillator)： 
⼩型の機器で、傷病者の胸に貼ったパッドから⾃動的に⼼臓の状態を判断し、も
し⼼室細動や無脈性⼼室頻拍の不整脈があったと判断された場合は、電気ショ
ックを⼼臓に与える機能を持っている。 
 
 初期波形： 
救急隊等が傷病者に接触し、最初に確認した⼼電図波形をいう。 
※救急隊到着前に、⼀般市⺠により除細動が⾏われ、傷病者の⼼拍が再開した症
例については、⼼電図波形上、VF、無脈性 VT が救急隊によって確認されない
ため、「初期⼼電図波形が、VF、無脈性 VT」には含まれない。 
 
 ⼀般市⺠による⼼肺蘇⽣(Bystander CPR)： 
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その場に居合わせた⼀般市⺠による胸⾻圧迫、⼈⼯呼吸等の⼼肺蘇⽣法及び
AED による除細動の実施をいう。 
※胸⾻圧迫、⼈⼯呼吸、除細動のいずれかが実施された場合に「⼀般市⺠による
応急⼿当あり」としている。 
 
 ⼀般市⺠による⽬撃： 
 ⼼肺機能停⽌の瞬間を⽬撃、または⾳を聞いた⼈のことをいう。「⽬撃、また
は⾳を聞いた」に該当する例は、次のとおり。 
・家族の⽬前で「倒れた」、「ぐったりした」等、また、物⾳を聞いてすぐに駆け
つけたところ倒れていた場合。 
・交通事故等の⽬撃者からの通報で、救急隊(救急隊と連携して出動した消防隊 
も含む、以下同じ)到着時には⼼肺機能停⽌状態であった場合。 
・通報時、通報者が傷病者の⽣存を確認できたが、救急隊到着時には⼼肺機能停
⽌状態であった場合。 
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第２章 政令指定都市・川崎市における⼀般市⺠による蘇⽣⾏為の

現状 
 
第１節 ⽬的 
 ウツタイン様式によって得られた統計データをもとに我が国では積極的に⼀
般市⺠への⼼肺蘇⽣の啓発を⾏なっている⼀⽅、ウツタイン様式を⽤いて地域
ごとにおける蘇⽣の現状を検討した研究が国内外において散⾒されている。 
 クロアチアのヴァラジュディン郡における院外⼼停⽌ 274 症例の後ろ向きの
検討では、14%が⽣存退院しており、ヨーロッパ全体の 9％と⽐較し、⾼い⽣存
退院率であった。しかし、Bystander CPR率は 25％であり、欧⽶各国に遠く及
ばず、⽬撃者による⼼肺蘇⽣の普及が今後の課題であると結論した 8)。 
 中国では、北京における院外⼼原性⼼停⽌ 1693 症例の後ろ向き検討を⾏い、
⽣存退院率が 1.3%と欧⽶と⽐較し低く、この⼀因として Bystander CPR率の低
さを指摘している(11.4%)9)。 
 ⼀⽅国内でも地域ごとにウツタイン様式を⽤いた統計データを分析した研究
が⾒受けられる。 
 札幌市では、院外⼼原性⼼停⽌の 1724症例を検討し、国内外各都市との⽐較
を⾏った 10)。初期波形が VF/VT である割合が欧⽶と⽐較し少ないため、⽣存率
が悪いと指摘されている⽇本において、札幌における⽬撃のある院外⼼原性⼼
停⽌の⽣存退院率は 16.9%と、国外のデータと⽐較しても遜⾊ない物であった。 
 佐賀県では、院外⼼肺停⽌の 814症例を 5 つのエリアに分割し検討しており、
⾃⼰⼼拍再開率は 24.2-40.5%と有意差を認めており、この原因として、
Bystander CPR の割合の違いを指摘している(37.9-59.3%)11)。 
 これらの研究から、地域ごとに⼀般市⺠の⼼肺蘇⽣参加への状況は異なるこ
とがわかる。特に佐賀県での研究からは、同じ県内でも Bystander CPR の割合
が異なっている。我が国の現状として、国内全体での Bystander CPR の割合は
横ばいになっており、今後は各地域の⼀般市⺠による⼼肺蘇⽣の現状を理解し、
問題点を抽出することが重要と思われる。 
 本研究では筆者が勤める、神奈川県川崎市のウツタイン様式の統計データを
使⽤した記述疫学研究である。川崎市は政令指定都市に指定されており、7 つの
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⾏政区を持つ市である。また、⼈⼝約 150 万⼈(2017 年 3 ⽉現在)であるが、総
⾯積は 144km2 と政令指定都市の中でもっとも狭く、⼈⼝密度の⾼い都⼼とな
っている。地形としては、東京都と横浜市に挟まれる形で位置しており、南北に
⻑い特徴のある地形である。また、市内でも、⼯業地帯である南部、⾼層マンシ
ョンや⼤型ショッピングモールの建設が進む中部、ベッドタウンである北部と、
同じ市内でも異なる性質の⾏政区を持つのが特徴である 
 川崎市の救急医療の状況として、川崎市には8つの消防署と27の救急告知病
院が存在している。救急要請から救急隊現場到着まで平均8.3分(全国平均8.6
分)である1)。また、川崎市内には３つの救命救急センターが存在し、川崎市内
の救急医の⼈数は10万⼈あたり3.5⼈で、全国の平均(3.1/100,000⼈)より多い
12)。先⾏研究において、救急医の⼈数と院外⼼停⽌患者の予後の正の関連を指
摘されている13)。しかし、2015年の総務省消防庁の統計によると、川崎市の院
外⼼停⽌患者の１ヶ⽉⽣命予後(12.3%)は、全国の平均と⽐較して低い
(13.0%)。豊富な救急医の⼈数にも関わらず、予後が不良である主要な理由の
⼀つとして、Bystander CPRの割合の低さが考えられる(川崎市 44.9%、全国 
58.9%)1)。 
 本研究の⽬的は、2016年の川崎市のウツタイン様式の統計データを使⽤する
ことによって、特に川崎市における⼼原性院外⼼停⽌に対する⼀般市⺠の蘇⽣
⾏為の現状と問題点を明らかにすることである。上記の通り、川崎市は⽐較的
救急医療には恵まれているが、bystander CPRの低さにより、2016年のデータ
においても、⼼原性院外⼼停⽌の１ヶ⽉後⽣命予後は、全国平均よりも不良で
あると仮説を⾏った。 
 
第２節 ⽅法 
・データ収集 

本研究は、ウツタイン様式を⽤いた統計データを使⽤した、後ろ向き観察研究
である。ウツタイン様式に関しては、全国の消防本部が、「ウツタイン様式オン
ライン⼊⼒要領」に従ってデータを収集し、収集したデータを次のいずれかの⽅
法により消防庁システムへ登録することデータ収集を⾏っている。 
・消防庁オンラインシステムの登録画⾯にデータを直接⼊⼒し、そのデータを
登録する。 
・国が提供している「救急調査オフライン処理システム」の登録画⾯にデータを
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⼊⼒し、そのデータを消防庁オンラインシステムに登録する。 
・消防本部が独⾃に保有する統計システムを⽤いてデータを⼊⼒し、消防庁オ
ンラインシステムに整合するようにデータ変換したものを登録する。 
 上記のようにして得られたデータのクリーニング⽅法は、以下の通り⾏なっ
ている。 
・システムやコンバートによるエラーであることが明らかであるものについて 
は、修正可能であれば修正、⼜は各消防本部に確認して修正する。 
・各消防本部別・各項⽬別のエラー件数が、それぞれの消防本部における⼼肺機
能停⽌症例数からみて 25%以上だった場合、当該消防本部に確認し修正する。 
・最終的には都道府県にてデータを確認する。 
 川崎市では、川崎市消防局がデータの収集を⾏なっている。我が国で使⽤され
ているウツタイン様式の項⽬について、表 1 にて⽰す。 
 川崎市では、2016 年１⽉１⽇から 2016 年 12⽉ 31 ⽇までの１年間で 1168 例
がウツタインデータとして登録されている。本研究では川崎消防局のご協⼒を
頂き、ウツタイン様式に含まれる項⽬に関して、⾏政区ごとの統計データを提供
していただき、検討を⾏なった。 
 
・評価項⽬ 
 本研究では、川崎市消防局が集計する⼼原性院外⼼停⽌患者の統計データを
解析する。川崎市における⼼原性院外⼼停⽌のデータを、総務省消防庁が発表す
る全国の⼼原性院外⼼停⽌のデータと⽐較し、検討した。川崎市消防局からいた
だいたデータは、(1)⽬撃のある⼼原性院外⼼停⽌の数、その内、(2)bystander 
CPR を受けた⼈数、(3)⼀般市⺠により AED を作動された⼈数である。これら
の１ヶ⽉後⽣命予後について、全国の数字と⽐較を⾏った。 
 また、前述の通り、川崎市は同じ市内でも、異なる性質を持つ⾏政区をもつ都
市である。本研究では、それぞれの地区の特性ごとの⼀般市⺠の蘇⽣の状況を検
討すべく、川崎市を、3つの地区に便宜上区分する。その内訳は、川崎駅を中⼼
とし、⼯業地帯や産業道路が存在し、JR線・京急線を通る南部(川崎区、幸区)、
近年⾼層マンションや⼤型ショッピングモールの建設が進む武蔵⼩杉駅を中⼼
とし、JR線や東急東横線、東急⽥園都市線の通る中部(中原区、⾼津区、宮前区)、
JR 線や⼩⽥急線が通り、住宅街として機能している北部(多摩区、⿇⽣区)の 3
つの地区とし、上記データに関してそれぞれ地区ごとに算出し、群間の⽐較を⾏
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った。 
 
・統計解析 

統計処理はχ2検定を⽤いて上記割合の⽐較を⾏った。検定に際して、期待さ
れる⼈数が少ない場合には、Fisher の正確確率検定を⾏った。両側検定を⾏い、
P 値＜0.05 の場合に有意差あり、と判断した。統計解析に関しては、統計ソフ
ト R(version 3.3.3)を使⽤した。 
 

 
表 1．ウツタイン様式(参考⽂献(1)より引⽤)  
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第３節 結果 
2016 年１⽉ 1 ⽇から 12⽉ 31 ⽇の間、川崎市内で救急隊出動があり、医療機
関へ搬送となり、ウツタイン様式を使⽤しデータ登録された院外⼼停⽌症例は
1,168 例であった。1,168 例の年齢分布と全国との⽐較を図 1 に⽰す。年齢分布
に関して、両者の間では⼤きな偏りは認めなかった。 

川崎市において登録された院外⼼停⽌ 1,168 例のうち、⼼原性⼼停⽌者は 762
例(65.2%)だった。⼼原性⼼停⽌者のうち、⼀般市⺠による⽬撃があった症例は
242例(31.8%)、そのうち Bystander CPR が実施された症例は 115例(47.5%)、
⼀般市⺠による除細動が実施された症例は 14例(5.8%)であった。また、⼀般市
⺠による⽬撃があった⼼原性⼼停⽌者のうち、初期波形が VF・VT の数は 41例
(16.9%)だった(図 2)。 
 
 

 
図１. 2016 年の１年間の川崎市と全国の院外⼼停⽌の年齢分布の⽐較。両者の
年齢分布に⼤きな違いは認めなかった。(Shirakawa, K., et al. (2019). Basic life 
support by citizens in Kawasaki city, Japan - a descriptive epidemiological study 
of out-of-hospital cardiac arrest patients. Acute Medicine & Surgery, 6(2), 117-
122.より引⽤) 
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図２. 2016 年の１年間の川崎市における院外⼼停⽌の統計。1,168名の院外⼼停
⽌患者が医療機関へと搬送され、うち 762 名が⼼原性院外⼼停⽌だった。この
うち、242名は⼀般市⺠による⽬撃があり、115名が Bystander CPR を、14名
が⼀般市⺠による AED作動が⾏われた。(Shirakawa, K., et al. (2019). Basic life 
support by citizens in Kawasaki city, Japan - a descriptive epidemiological study 
of out-of-hospital cardiac arrest patients. Acute Medicine & Surgery, 6(2), 117-
122.より引⽤) 
 
 



 - 10 - 

これらの割合を、1ヶ⽉予後と共に、総務省消防庁の全国のデータと⽐較する
(表 2)。川崎市は⼼原性院外⼼停⽌の割合が⾼かった(p = 0.002)。そのうち、⼀
般市⺠による⽬撃のあった割合およびその 1 ヶ⽉予後は⼤きな差は認めなかっ
た。しかし、⼀般市⺠による⽬撃のあった⼼原⽣院外⼼停⽌のうち、Bystander 
CPR が施⾏された割合は全国の数字と⽐較し、有意に低かった(p = 0.007)。
Bystander CPR が施⾏された症例の 1 ヶ⽉予後、及び⼀般市⺠による除細動実
施の割合やその 1ヶ⽉予後は⼤きな差は認めなかった。 
 

 
表 2. 2016 年の川崎市の院外⼼停⽌患者の集計と１ヶ⽉後予後の全国との⽐較。
(Shirakawa, K., et al. (2019). Basic life support by citizens in Kawasaki city, Japan 
- a descriptive epidemiological study of out-of-hospital cardiac arrest patients. 
Acute Medicine & Surgery, 6(2), 117-122.より引⽤) 
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川崎市を 3つの地区に分類すると(表 3)、院外⼼停⽌症例における⼼原性⼼停
⽌者の割合に⼤きな差は認めず、1ヶ⽉予後も有意差は認めなかった(p = 0.639)。
次に、⼼原性⼼停⽌者のうち、⼀般市⺠による⽬撃があったものの割合は、南部
にてやや低い傾向にあった(p = 0.477)。⼀般市⺠による⽬撃があった症例にお
ける 1ヶ⽉予後は南部、中部、北部でそれぞれ 14.5%、11.6%、18.0%と⼤きな
差は認めなかった(p = 0.505)。⼀般市⺠による⽬撃があった⼼原性⼼停⽌者の
うち、Bystander CPR を実施された症例の割合はそれぞれ 47.5%、43.8%、57.4%
と有意差は認めないものの、北部で⾼い傾向(p = 0.202)、1ヶ⽉予後はそれぞれ
16.1%、16.3%、25,7%とこちらも北部で⾼い傾向にあった(p = 0.494)。また、
⼀般市⺠による⽬撃があり、⼀般市⺠による除細動が実施された割合は 2.9%、
4.5%、11.5%とこちらも北部で⾼い傾向であった(p = 0.088)。 
 次に各地区の⽬撃のある⼼原性⼼停⽌者の発⽣者数の時間別の割合を図 3 に
⽰す。どの地区でも 7-17時の⽇中の時間帯の割合が多く、特に南部でその傾向
を認める。また、各地区の時間帯別の Bystander CPR の実施率を⾒ると(図 4)、
⽇中は⽐較的⾼い数字を残しているものの、17‒0時、0−7時になるに連れて実
施率は下がっている。しかし、北部ではどの時間帯も⼀定の実施率を保ってい
る。 
表 4 は、各地区における、発⾒場所・時間帯別に⾒た Bystander CPR率を⽰

している。地域間にわずかな差異が存在したものの、全体として、⾃宅での
Bystander CPR の実施率は低く、⾃宅以外の屋内での Bystander CPR の実施率
は⾼い傾向にあった。 
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表 3. 2016 年の川崎市の３つの地域別のウツタインデータの統計と１ヶ⽉後⽣命予後の⽐較。(Shirakawa, K., et al. (2019). 
Basic life support by citizens in Kawasaki city, Japan - a descriptive epidemiological study of out-of-hospital cardiac arrest 

patients. Acute Medicine & Surgery, 6(2), 117-122.より引⽤) 
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図 3. 各地区の⽬撃のある⼼原性⼼停⽌の時間帯別割合。どの地区でも、昼の時

間帯(7:00-17:00)の割合が⾼い。(Shirakawa, K., et al. (2019). Basic life support 

by citizens in Kawasaki city, Japan - a descriptive epidemiological study of out-of-

hospital cardiac arrest patients. Acute Medicine & Surgery, 6(2), 117-122.より引

⽤) 
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図 4. 各地区の⽬撃のある⼼原性⼼停⽌の時間帯別 Bystander CPR の割合。⽇中

の時間帯で Bystander CPR の実施率が⾼く、時間帯が遅くなるにつれて

Bystander CPR の実施率が低下している。(Shirakawa, K., et al. (2019). Basic life 

support by citizens in Kawasaki city, Japan - a descriptive epidemiological study 

of out-of-hospital cardiac arrest patients. Acute Medicine & Surgery, 6(2), 117-

122.より引⽤)
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表 4. 時間帯別に⾒た各地域の⽬撃ある⼼原性⼼停⽌者の発⾒場所と Bystander CPR の割合。(Shirakawa, K., et al. (2019). 

Basic life support by citizens in Kawasaki city, Japan - a descriptive epidemiological study of out-of-hospital cardiac arrest 

patients. Acute Medicine & Surgery, 6(2), 117-122.より引⽤)
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第４節 考察 
川崎市における、⼀般市⺠が⽬撃した⼼原性院外⼼停⽌の 1 カ⽉⽣存率は、

全国と⽐較して有意差はなかった(川崎市 14.0%;⽇本 13.3%)。また、予後に⼤
きく関連すると⾔われている、年齢分布や初期波形が⼼室細動または⼼室頻拍
の割合にも、川崎市と全国の間で⼤きな差はなかった。⽬撃された⼼原性院外⼼
停⽌症例のうち、川崎市における Bystander CPR 施⾏率は 47.5%であり、全国
の 56.1%より有意に低かった。Bystander CPR 施⾏率の低さは、前述の通り、
恵まれた救急医療体制にも関わらず、川崎市の、⼀般市⺠が⽬撃した⼼原性院外
⼼停⽌の 1 か⽉⽣存率が、全国と⽐較して優れなかった主要因⼦の 1 つである
ことを⽰唆した。 

佐賀県の⾯積は 2,440 km2で⼈⼝は 85 万⼈の県であるが、県内の院外⼼停⽌
患者について、県を 5 つの地域に分けて後⽅視的に検討した結果、これらの地
域間で⾃⼰⼼拍再開率に差が認められた。これは同⼀県内でも Bystander CPR
の実施率 (37.9~59.3%)が異なっていたと考察している 11)。川崎市では、佐賀県
と同様に、地域によって Bystander CPR の実施率に差があり、特に南部 (44.9%) 
と中部 (43.8%) で実施率が低く、川崎市全体における Bystander CPR 実施率
の低さに寄与していると思われる。また、川崎市内で Bystander CPR 率の違い
が⽣じた原因として、家族構成の違いがある可能性を考えた。院外⼼停⽌は、⾃
宅で発⽣する割合が最も⾼いが、ひと世帯あたりの⼈数は北部でやや多く(南部
2.08 ⼈;中部 2.04 ⼈;北部 2.37 ⼈)、こらが、北部での Bystander CPR 率を上昇
させた可能性はある。その⼀⽅で、BLS を躊躇する傾向にある、⾼齢者のみの
世帯は北部地域で⾼かった(南部 7.02%;中部 6.75%;北部 8.83%)。家族構成の違
いからは地域間の Bystander CPR 率の説明は困難であった。 

川崎市では、⽇中の Bystander CPR 率が⾼く、特に南部と中部地域では、夜
間に低い Bystander CPR 率であった。夜間の Bystander CPR の実施率が低い理
由の 1 つとして、夜間の院外⼼停⽌が、⾃宅で発⾒されるケースが多かったこ
とが挙げられる。⾃宅以外の屋内で発⾒された⼼原性院外⼼停⽌の割合は⽇中
に⾼く、Bystander CPR の割合も⽇中に⾼かった。⼀⽅、⾃宅で発⾒された⼼原
性院外⼼停⽌の割合は特に夜間で⾼く、夜間の Bystander CPR の割合は低かっ
た。 

⼀般市⺠が重要な役割を担う蘇⽣⾏為において、Bystander CPR の実施率を
上昇させるために⼀般市⺠への⼼肺蘇⽣の普及が重要であることはいうまでも
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ない。実際に、Shibata らによるアンケート調査では、⾒知らぬ⼈が倒れていた
際に恐らく⼼肺蘇⽣を⾏なわないであろうと解答した割合は 80％弱もいた。そ
の理由として、⼼肺蘇⽣に関する知識や実際の技術不⾜を解答した割合は 80％
を超えた 14)。また、同論⽂では、実際に⼼肺蘇⽣の講習を受けた回数と、⼼肺蘇
⽣をおそらく⾏うと答えた割合について有意な正の相関を認め、⼼肺蘇⽣の知
識・技術の普及が、⼀般市⺠の⼼肺蘇⽣の割合の上昇に重要であることを強調し
ている。実際、本邦では学校や運転免許教習での⼼肺蘇⽣の講習を進めており、
Bystander CPR は増えている 15)。 

川崎市における Bystander CPR 率を向上するためには、⾃宅での Bystander 
CPR 率を向上させる必要がある。⾃宅で突然⼼停⽌が発⽣したときに、CPR の
キーパーソンとなり得るのはその家族である。それゆえ、⼼肺蘇⽣普及のターゲ
ットとして、学⽣や主婦、あるいは⾼齢者が適当であると考える。⼀⽅で現在川
崎市では、AHAが主催する BLSコースの他に、消防局が主となり、⼀般市⺠に
向けた応急処置の講習会を⾏っているが、その対象は主に⼀般企業となってい
る。 
 ⼀般市⺠への⼼肺蘇⽣普及の他に、本邦において⼀般市⺠への知識普及が重
要とされる疾患に、脳卒中があげられる。本邦では脳卒中の知識啓蒙に関する調
査が積極的に⾏われている 16-19)。特に⼩学校⾼学年や中学⽣を対象に知識普及
の講習と、その知識を実際の講習を受けた学⽣が⾃宅に持ち帰り、家族に対して
伝えるといった⽅法で普及を⾏っている。実際に講習前と⽐較し、講習直後及び
3ヶ⽉後において、実際に講習を受けた学⽣のみでなく、その家族の知識も有意
に上昇させることができた。⾃宅での Bystander CPR の実施率が低く、学⽣や
主婦がターゲットとなりうる川崎市においても、同様の⼿法で⼼肺蘇⽣の普及
を⽬指すことは⾮常に効果的であると思われる。すなわち、⼩学校⾼学年や中学
⽣を対象に⼼肺蘇⽣の講習会を⾏い、学⽣⾃ら家族に知識を普及してもらうと
いったことが、川崎市での⾃宅での Bystander CPR の実施率の上昇に、そして
川崎市全体の Bystander CPR の実施率の上昇、最終的に川崎市全体の院外⼼原
性⼼停⽌者の 1ヶ⽉予後の向上に寄与できる可能性があると考える。 
  本研究はウツタイン様式を⽤いた記述疫学研究であった。ウツタイン様式は、
実際の蘇⽣⾏為の状況を世界的な標準フォーマットを⽤いて記録することがで
き、この記録をもとに世界中で CPR普及活動が⾏われてきた。しかし、ウツタ
イン様式は、あくまで蘇⽣⾏為の「状況」を記録するものである。これをもとに
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全国的な CPR普及を⾏なってきたが、Bystander CPR の実施率は徐々に横ばい
となってきており、その原因を判明させることは困難である。打開策として、地
域ごとの蘇⽣⾏為の現状を⽐較し、その地区特有の問題点を明らかにし、地域レ
ベルでの⼼肺蘇⽣の普及を⾏うことが重要と考える。しかし、国内では全国での
データや都道府県単位でのデータは公表しているが、市町村単位でのデータ公
開はなく、また、調査している研究も少ない。今後多くの市町村単位でのウツタ
イン様式を⽤いた検討が必要であると考える。 
 
第５節 結論 
 本研究は、世界的な院外⼼肺停⽌者に関する標準的な記録様式である、ウツタ
イン様式を⽤いた記述疫学研究であり、川崎市における⼀般市⺠による⼼肺蘇
⽣の普及に関する現状と、川崎市特有の問題点を明らかにすることが⽬的であ
った。 
 川崎市における院外⼼原性⼼停⽌者の 1 ヶ⽉予後は、全国のデータと遜⾊な
かった。しかし、Bystander CPR の実施率は低く、特に川崎市南部、中部地区で
その傾向が強かった。 
  時間帯別、発⾒場所別に⾒ると、⽇中以外の Bystander CPR の実施率が低く、
その原因として、⽇中以外は、⾃宅での発⾒が多いこと、⾃宅での Bystander CPR
の実施率が低いことが挙げられ、川崎市における問題点と考えられた。 
 以上より、今後の川崎市における⼼肺蘇⽣の普及として、⾃宅での⼼肺蘇⽣の
主役となりうる学⽣や主婦層への積極的な⼼肺蘇⽣普及が必要であることが⽰
唆された。   
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第３章 ⽇本における⽬撃者別に⾒た⼼肺蘇⽣の現状と問題点 

 
第１節 ⽬的 
 第２章では川崎市における⼼原性院外⼼停⽌患者に対する、地域・時間帯・発
⾒場所別に⾒た⼀般市⺠による蘇⽣⾏為の現状と、１ヶ⽉後⽣命予後について
検討し、⾃宅での Bystander CPR 率の低さが問題として挙げられた。⼤阪市の
研究では、⽬撃のある⼼原性 OHCA 患者の 65%は⾃宅で発⽣しており、
Bystander CPR 率は 34％程度、AED使⽤率はわずか 0.02%で、１ヶ⽉後⽣存率
は他の場所より低く、川崎市での研究と同様の結果が得られている 20)。⾃宅で
の Bystander CPR の主役となるのは家族構成員である可能性が⾼いと思われる
が、⼀⽅で、院外⼼停⽌の発⾒者が、その家族であった場合、Bystander CPR 率
や⼀般市⺠による AEDの使⽤率は低くなる可能性が、本邦の研究のサブグルー
プ解析にて⽰唆されている 21,22)。以上を踏まえると、特に⾃宅で⽣活する時間が
⻑いと思われる、学⽣や主婦、⾼齢者などが今後の⼼肺蘇⽣の啓発対象として妥
当であると思われる。実際、ウツタイン統計では、⽬撃者の種類のカテゴリ登録
の項⽬も存在する。ウツタイン統計のような質の⾼いビッグデータを利⽤して、
⽬撃者別に⾒た蘇⽣⾏為の現状と問題点を検討することは、⼼肺蘇⽣の啓発対
象を考えるにあたって重要であると思われる。しかし、院外⼼停⽌に対して、そ
の⽬撃者別に蘇⽣⾏為の状況や、予後などを詳細に検討した研究は、検索し得る
範囲では存在しない。 
 以上の背景、問題点を踏まえ、本研究では、全国のウツタイン統計のデータを
使⽤し、⼼原性院外⼼停⽌患者における、⽬撃者別に⾒た蘇⽣⾏為の現状と問題
点を抽出し、今後の課題を提⾔することを⽬的とした。 
 
第２節 ⽅法 
・研究デザイン 
 本研究は、総務省消防庁がデータを収集している、全国のウツタイン様式の統
計を利⽤した後ろ向き観察研究である。ウツタイン様式については、第１章第１
節に記載した通りである。データ収集に関しては、医療機関へ搬送となった院外
⼼停⽌患者に関して、搬送を⾏なった救急隊により、各消防署にてデータ登録を
⾏い、そのデータを総務省消防庁が収集・管理を⾏なっている。また、その中の
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項⽬の⼀つである、⼼停⽌１ヶ⽉後の神経学的予後良好については、脳機能カテ
ゴリ(Cerebral Performance Category: CPC)を利⽤し、実際に搬送先で診療に当
たった医師によって評価されている 22)。 
 
・研究対象集団 
  本邦は、2016 年の時点で国⼟⾯積 378,000km2、⼈⼝ 126,933,000 ⼈の島国で
ある 23)。救急医療は、728 の消防署と 62,800名の救命救急⼠によって提供され
る 1)。傷病者の⼼停⽌、あるいは⼼停⽌が疑われた場合、救命救急⼠が現場へ派
遣される。現場到着後は、救命救急⼠は、⽇本蘇⽣学会のガイドライン 2015 に
従って、⼼肺蘇⽣を⾏う 24)。本邦では、救命救急⼠は、アドレナリンの投与は認
められているが、抗不整脈薬の投与は認められていない。加えて、現場で蘇⽣⾏
為を中断することはできない。断頭、熱傷で全⾝がすでに炭化、腐敗、死後硬直
などの明らかに死の兆候が認められる場合を除き、すべての院外⼼停⽌患者は
医療機関へ搬送される 25)。 
 本研究では、2016 年 1 ⽉１⽇から 12 ⽉ 31 ⽇までの⼀年間で、⼀般市⺠(家

族、友⼈、同僚、通⾏⼈、その他)によって⽬撃された 18歳以上の⼼原性院外⼼
停⽌を対象とした。「⽬撃あり」の定義に関しては、第１章第３節に詳細に記載
した。また、本研究では、⽬撃のない院外⼼停⽌、救命救急⼠によって⽬撃され
た院外⼼停⽌、⾮⼼原性院外⼼停⽌(脳⾎管障害、呼吸器疾患、悪性腫瘍、その
他の⼼臓以外が原因と思われる内因性疾患、外因性)は除外とした。本研究は、
川崎市⽴川崎病院治験審査・臨床研究倫理審査委員会によって承認された(承認
番号：2019-3)。本研究では、すでに匿名化されたデータを使⽤するため、イン
フォームドコンセント取得は不要の判断となった。 
 
・データ収集 
 本邦では、総務省消防庁が、医療機関に搬送された院外⼼停⽌のウツタイン等
様式の統計データを管理しており 1)、2016 年１⽉１⽇から 12 ⽉ 31 ⽇の⼀年間
で、123,554名の院外⼼停⽌患者が登録された。本研究では、登録されているデ
ータ項⽬のうち、発⽣した⽇付と時間、都道府県、性別、年齢、現場への医師の
派遣の有無、救急⾞内での医師による 2次救命処置の有無、⽬撃の有無、⽬撃者
のカテゴリ、Bystander CPR の有無、消防による⼝頭指導の有無、⼀般市⺠によ
る AED使⽤の有無、初期波形、救命救急⼠による除細動の有無、アドレナリン
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投与の有無、気道確保の有無、蘇⽣の時間経過(⼼停⽌の発⽣時間、救急要請の
時間、救命救急⼠による傷病者との接触時間、医療機関到着の時間)、⼼停⽌の
病因、⾃⼰⼼拍再開の有無、１ヶ⽉後⽣存の有無、１ヶ⽉後神経学的予後を、総
務省消防庁よりご提供いただいた。⼼停⽌の病因に関しては、医療機関にて診療
を⾏なった医師により、決定される。⼼原性か否かの判断に関しては、その原因
が外傷、溺死、薬物中毒、窒息、出⾎死、あるいは⼼臓以外が原因と考えられる
内因性⼼停⽌以外の場合に、⼼原性であると判断された。死因や１ヶ⽉後神経学
的予後に関しては、搬送を⾏なった消防局によって、医療機関への確認が⾏わ
れ、データを収集された。 
 
・評価項⽬ 

主要評価項⽬を⼼停⽌発⽣の１ヶ⽉後神経学的予後良好の頻度とした。神経
学的予後良好の定義は、先⾏研究に従い、脳機能カテゴリ(CPC)のうち、CPC1
また CPC2 の場合に「神経学的予後良好」と判断した 26-28)。同様に CPC3-5 の
場合に「神経学的予後不良」と判断した。 
 
・統計解析 
選択基準を満たした院外⼼停⽌患者に関して、背景をその⽬撃者別(家族、友

⼈、同僚、通⾏⼈、その他)に分類して層別化を⾏なった。ここでは、我々は、
⽬撃者が友⼈または同僚、通⾏⼈、その他であった場合に、「⾮家族」と定義し
た。連続変数に関してはクラスカルウォリス検定を、カテゴリカルデータに関し
てはχ2 検定を⽤いて⽐較を⾏なった。次に、⽬撃者の種類(家族または⾮家族)
が神経学的予後に影響を及ぼすかを評価するため、多変量ロジスティック回帰
分析を⾏なった。ここでは、神経学的予後に影響し得る交絡因⼦について、先⾏
研究 6,21,24,28)をもとに選択し、調整を⾏なった。交絡因⼦として調整した因⼦は、
性別、年齢、Bystander CPR の有無、⼀般市⺠による AED使⽤の有無、⼝頭指
導の有無、初期波形(VF/無脈性 VTまたはその他)、発⽣した時間帯(7:00-16:59、
17:00-23:59、0:00-6:59)、救急要請から救命救急⼠到着までの時間、救命救急⼠
の到着から医療機関到着までの時間、救命救急⼠による⾼度な気道確保の有無、
アドレナリン投与の有無である。これらの因⼦を調整し、神経学的予後良好に対
する調整オッズ⽐と 95%信頼区間を算出した。 
サブグループ解析として、年齢層別(18-64歳、65-84歳、85歳以上)、性別、
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救急要請の時間帯別に層別化を⾏い、⽬撃者の種類(家族または⾮家族)が神経学
的予後に影響を及ぼすかを評価した。ここでは、多変量ロジスティック回帰分析
を⾏ない、⽬撃者の種類(家族または⾮家族)と１ヶ⽉後神経学的予後良好の割合
の調整オッズ⽐と 95%信頼区間を算出した。性別と年齢層によるサブグループ
解析では、Bystander CPR の有無、⼀般市⺠による AED使⽤の有無、⼝頭指導
の有無、初期波形(VF/無脈性 VT またはその他)、発⽣した時間帯(7:00-16:59、
17:00-23:59、0:00-6:59)、救急要請から救命救急⼠到着までの時間、救命救急⼠
の到着から医療機関到着までの時間、救命救急⼠による⾼度な気道確保の有無、
アドレナリン投与の有無に関して多変量ロジスティック回帰分析を⽤いて調整
し、神経学的予後良好に対する調整オッズ⽐と 95%信頼区間を算出した。次に、
性別と救急要請の時間帯によるサブグループ解析では、年齢、Bystander CPR の
有無、⼀般市⺠による AED使⽤の有無、⼝頭指導の有無、初期波形(VF/無脈性
VT またはその他)、救急要請から救命救急⼠到着までの時間、救命救急⼠の到
着から医療機関到着までの時間、救命救急⼠による⾼度な気道確保の有無、アド
レナリン投与の有無に関して多変量ロジスティック回帰分析を⽤いて調整し、
神経学的予後良好に対する調整オッズ⽐と 95%信頼区間を算出した。⽬撃者の
種類に関して、「その他」のカテゴリに関しては、多様でかつ異質性が⾼い可能
性があるため、感度分析として、⽬撃者が「その他」である院外⼼停⽌患者を除
き、⽬撃者の種類(家族または⾮家族)と１ヶ⽉後神経学的予後良好の割合の調整
オッズ⽐と 95%信頼区間を算出した。すべての統計解析は IBM SPSSソフトウ
ェアバージョン 25 を使⽤して⾏われ、P<0.05 のときに有意差あり、と判断し
た。 
 
第３節 結果 

2016 年 1 ⽉ 1 ⽇から 12 ⽉ 31 ⽇の⼀年間で、本邦でウツタイン様式のデータ
として登録されたのは 123,554名であった。このうち、18歳以上あるいは⽬撃
者がいない、⾮⼼原性院外⼼停⽌であった 98,698名が除外となり、本研究の適
合基準を満たしたのは 24,856名であった。患者組み⼊れのフローチャートを図
５に⽰す。24,856名のうち、その⽬撃者が家族であったのは 15,139名、⾮家族
であったのは 9,717名であった(友⼈ 1,306名、同僚 951名、通⾏⼈ 997名、
その他 6,463名)。 
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図 5. 対象組み⼊れ のフローチャート。 (Shirakawa, K., et al. (2020). 
Neurologically favourable outcomes of cardiogenic out-of-hospital cardiac arrest 
with relation to the type of witness in japan. Resuscitation, 152, 97-104. より引
⽤) 
OHCA(Out-of-Hospital Cardiac Arrest): 院外⼼停⽌ 
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 ⽬撃のあった⼼原性院外⼼停⽌者の、⽬撃者の種類別に⾒た背景を表５に⽰
す。Bystander CPR、⼀般市⺠による AED使⽤の割合は、⽬撃者が家族であっ
た時に、最も低かった。⽬撃者が家族である院外⼼停⽌は、その半数以上が 17
時から７時の間に発⽣していた。⼀⽅で、⾮家族に⽬撃された院外⼼停⽌の半数
以上は７時から 17時の間に発⽣していた。１ヶ⽉後神経学的予後良好の割合は、
家族に⽬撃された院外⼼停⽌においてもっとも低かった(⽬撃者別に⾒た１ヶ
⽉後神経学的予後良好の割合：家族 6.2%、友⼈ 19.4%、同僚 29.0%、通⾏⼈ 
23.6%、その他 7.5%)。 
 ⼼原性院外⼼停⽌における、１ヶ⽉後神経学的予後良好に関わる因⼦を表６
に⽰した。⽬撃者が家族であった場合、⾮家族の場合と⽐較して、１ヶ⽉後神経
学的予後良好の割合は有意に低かった(オッズ⽐：0.45、95%信頼区間：0.41-0.49、
P < 0.001)。調整後においても、家族に発⾒された場合で１ヶ⽉後神経学的予後
良好の割合は有意に低かった(調整オッズ⽐：0.88、95%信頼区間：0.79-0.99、
P = 0.03)。 
 性別と年齢層別にみた、⽬撃者の種類と１ヶ⽉後神経学的予後良好の関連を
図 6 に⽰した。65-84歳、及び 85歳以上の⼥性の⼼原性院外⼼停⽌では、家族
に⽬撃された場合に、有意差は無いものの、調整後の１ヶ⽉後神経学的予後は、
⾮家族に⽬撃された場合と⽐較して若⼲⾼い傾向にあった。⼀⽅、その他の群で
は、家族に発⾒された場合の⽅が１ヶ⽉後神経学的予後は不良である傾向にあ
った。 
 図 7 は、性別と救急要請の時間帯別に⾒た、⽬撃者の種類と１ヶ⽉後神経学
的予後の関連を⽰した図である。調整前は、⼥性で 0-7 時に救急要請されたグ
ループを除き、家族に⽬撃された場合に１ヶ⽉後神経学的予後が不良となる傾
向にあったが、調整後は、男性で 7-17 時に救急要請されたグループにおいて、
家族に⽬撃された場合に有意に１ヶ⽉後神経学的予後は不良であった。 
 感度分析において、１ヶ⽉後神経学的予後は「その他」を除く⾮家族に⽬撃さ
れた⼼原性院外⼼停⽌と⽐較し、家族に⽬撃された場合に、調整前後の両者にお
いて不良となった。 
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表 5. ⽬撃者別に⾒た⼼原性院外⼼停⽌患者の背景。(Shirakawa, K., et al. (2020). Neurologically favourable outcomes of 
cardiogenic out-of-hospital cardiac arrest with relation to the type of witness in japan. Resuscitation, 152, 97-104. より引⽤) 
IQR：四分位範囲、CPR：⼼肺蘇⽣、AED：⾃動体外式除細動器、EMS：救急医療サービス
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表 6. ⽬撃者の種類と１ヶ⽉後神経学的予後良好の影響。(Shirakawa, K., et al. (2020). Neurologically favourable outcomes of 
cardiogenic out-of-hospital cardiac arrest with relation to the type of witness in japan. Resuscitation, 152, 97-104. より引⽤) 
救急要請の時間帯は、カテゴリカルデータとして含めた。⽬撃者の種類(家族または⾮家族)、性別、年齢、Bystander CPR
の有無、⼀般市⺠による AED 使⽤の有無、⼝頭指導の有無、除細動が適応となる初期波形の有無、⾼度気道確保の有無、
アドレナリン投与の有無、救急要請から救命救急⼠の傷病者との接触までの時間、救命救急⼠の傷病者との接触から医療機
関到着までの時間、救急要請の時間帯(7-17 時、17-0 時、0-7 時)を調整因⼦として解析。 
OR：オッズ⽐、CI：信頼区間、CPR：⼼肺蘇⽣、AED：体外式除細動器、EMS：救急医療サービス 
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図 6. 性別と年齢層別に⾒た、⽬撃者の種類と１ヶ⽉後神経学的予後の関連。(Shirakawa, K., et al. (2020). Neurologically 
favourable outcomes of cardiogenic out-of-hospital cardiac arrest with relation to the type of witness in japan. Resuscitation, 
152, 97-104. より引⽤) 
Bystander CPR の有無、⼀般市⺠による AED 使⽤の有無、⼝頭指導の有無、除細動が適応となる初期波形の有無、⾼度気
道確保の有無、アドレナリン投与の有無、救急要請から救命救急⼠の傷病者との接触までの時間、救命救急⼠の傷病者との
接触から医療機関到着までの時間、救急要請の時間帯(7-17 時、17-0 時、0-7 時)を調整因⼦として解析。 
OR：オッズ⽐、CI：信頼区間。



 - 28 - 

 
図 7. 性別と救急要請の時間帯別に⾒た、⽬撃者の種類と１ヶ⽉後神経学的予後の関連。(Shirakawa, K., et al. (2020). 
Neurologically favourable outcomes of cardiogenic out-of-hospital cardiac arrest with relation to the type of witness in japan. 
Resuscitation, 152, 97-104. より引⽤) 
年齢、Bystander CPR の有無、⼀般市⺠による AED 使⽤の有無、⼝頭指導の有無、除細動が適応となる初期波形の有無、
⾼度気道確保の有無、アドレナリン投与の有無、救急要請から救命救急⼠の傷病者との接触までの時間、救命救急⼠の傷病
者との接触から医療機関到着までの時間を調整因⼦として解析。 
OR：オッズ⽐、CI：信頼区間。
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第４節 考察 
本研究では、⼼原性院外⼼停⽌における１ヶ⽉後神経学的予後は、その家族に

⽬撃された場合に、⾮家族に⽬撃された場合と⽐較して交絡因⼦の調整の前後
両者において有意に低い結果となった。特に、男性で、7 時から 17 時の時間帯
に救急要請となった群において家族に⽬撃された群で１ヶ⽉後神経学的予後は
不良であった。 

本邦の先⾏研究にて、⾃宅で発⽣する院外⼼停⽌の約 90％が、その⽬撃者は
家族であったとの報告がある 22)。⾃宅で発⽣する⼼停⽌は、他の場所と⽐較し
て予後が不良であると⾔われている 20,22)。⾃宅での院外⼼停⽌の予後が不良で
ある要因の⼀つに、⽬撃者の⼈数の少なさが可能性として挙げられる。⽬撃者が
複数⼈であることと、現場場での⼀般市⺠による⼼肺蘇⽣の質の正の相関関係
が先⾏⽂献にて⽰されている 29)。院外⼼停⽌を、⾮家族が発⾒する場合には、
その発⽣場所は主に公共の場であることが多いと思われる。特に、⽇中の場合に
は、公共の場で⼼停⽌が発⽣した時に、周囲に多くの⼈がいる可能性があり、⾃
宅の時よりも周囲の⼈の助けを呼びやすく、複数の⼈数で⼼肺蘇⽣を⾏うこと
ができる。複数⼈で⼼肺蘇⽣を⾏うことによって、胸⾻圧迫を交代しつつ⾏う、
AED を探し、使⽤する⼈員を確保できる、救急要請を⾏う⼈員を確保できるな
ど、役割分担を⾏うことによって質の⾼い⼼肺蘇⽣を⻑時間継続することがで
きる。対照的に、⾃宅で⼼停⽌が発⽣した場合には、⽬撃者の⼈数は主にその家
族らに限られ、⼈数が制限されるため、役割分担が難しく、質の⾼い⼼肺蘇⽣を
継続することが、公共の場での⼼停⽌と⽐較して制限されると推察できる。⽇中
に関しては、⾃宅と公共の場では、⼼肺蘇⽣に参加する⼈数の違いによる⼼肺蘇
⽣の質の違いが、神経学時予後の違いの⼀因となると思われる。⼀⽅で、夜間に
関しては、交絡因⼦調整後は、家族に⽬撃された場合でも、⾮家族に⽬撃された
場合と⽐較して神経学的予後は悪くない傾向にあった。この理由として、夜間に
発⽣する院外⼼停⽌では、公共の場においても⼼肺蘇⽣に参加できる⼈数が限
られるため、⽬撃者が家族・⾮家族の間での神経学的予後良好の割合の差が消失
したものと考える。 

本研究では、家族に⽬撃された⼼原性院外⼼停⽌のうち、特に男性の場合に、
⽬撃者が⾮家族の場合と⽐較して、より神経学的予後が低くなる傾向にあった。
男性が⼼停⽌となった時、その⽬撃者が家族であった場合には、妻などの⼥性で
ある可能性が上がる。体格の違いや筋⼒の違いから⼥性の⽅が胸⾻圧迫の質が
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低くなるという報告が散⾒されており 30,31)、特に⾃宅で⼥性が⽬撃者となった
場合に、胸⾻圧迫の質の問題が、神経学的予後不良に繋がる⼀因と考える。 

以上の結果からは、⼼原性院外⼼停⽌の予後を改善するためには、特に家族構
成員による Bystander CPR率、AED の使⽤率、そして⼼肺蘇⽣の質を向上させ
る必要がある。本邦では、単独あるいは核家族(次のうちのいずれかに当てはま
る家族構成、①夫婦と未婚の⼦供、②夫婦のみ、③⽗あるいは⺟と未婚の⼦供の
み)の割合が増加しており 32)、家族を構成する⼈数が減少していることを⽰して
いる。家族構成員による Bystander CPR率、AED の使⽤率、そして⼼肺蘇⽣の
質を向上させるためには、家族構成員への⼼肺蘇⽣の普及と、環境の改善が必要
である。少⼈数で⼼肺蘇⽣を⾏わなくてはいけない状況を想定し、⼀⼈でも多く
の家族構成員が⼼肺蘇⽣を実施できる必要がある。特に、⻑時間⾃宅にいること
が想定される学⽣や家政担当者、あるいは⾼齢者が⼼肺蘇⽣普及のターゲット
となりうる。このうち、特に学校などで効率よく教育ができる学⽣は最も良い教
育対象である。 

⽇本では、消防局や⽇本⾚⼗字社などが⼀般市⺠への⼼肺蘇⽣の普及といて、
3-4時間のコースを中⼼に⾏ってきた 24)。このコースの受講者は年間約 23万⼈
ほどである 24)。⼀⽅、運転免許の講習の受講⽣である約２万５千⼈を対象とし
た研究では、２回以上⼼肺蘇⽣のコースを受講したことがある⼈はわずか 8.5%
であった 33)。⼼肺蘇⽣の知識や技術は時間が経つにつれて失われることが⽰さ
れており 34)、繰り返し、⼼肺蘇⽣の講習を受講することが推奨される 33,34)。 
アメリカのワシントン州のキング郡は、院外⼼停⽌の⽣存率が⾼い地域の⼀

つである 35,36)。この地域では、6 年⽣から 12年⽣(⽇本の⾼校 3年⽣に相当)ま
で、学校のカリキュラムとして継続的に⼼肺蘇⽣の授業を⾏なっている。⽇本で
は、⾼等学校、中学、⼩学校の学習指導要領がそれぞれ 2022年、2021年、2020
年に改定される予定である。⼼肺蘇⽣の授業に関しては、⾼等学校および中学校
の学習指導要領では義務として取り込まれたが、⼀⽅で、⼩学校の学習指導要領
には、⼼肺蘇⽣の授業は義務付けとはならなかった 37-39)。⼩学⽣に対する⼼肺蘇
⽣教育の有効性に関する報告は散⾒されており、9歳以上の⽣徒で効果が得られ
たという報告 40)や、10歳と 13歳で教育効果に差がなかったという報告 41)など
がある。さらに、⼼肺蘇⽣の教育効果には、受講⽣の経済状況なども関係ないと
の報告がある 42)。 これらの先⾏研究と、家族に発⾒された院外⼼停⽌の予後が
特に不良であるといった⽇本の現状を踏まえて、⼩学校からの⼼肺蘇⽣教育の
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義務教育化は、⽇本の院外⼼停⽌の予後を改善する⼿段となりうると考える。 
⾮営利団体である⼤阪ライフサポート協会は、⼼肺蘇⽣の普及を通じて⼀般

市⺠の予後と QOL の向上を⽬指して設⽴された団体である。この団体では、
DVD と模擬⼼臓、模擬 AED を⽤いて 45 分間で⾏うことができる⼼肺蘇⽣の
講習を開発した。⻄⼭らの報告では、この DVD を使⽤した 45分の⼼肺蘇⽣講
習は、従来の 180 分の講習と⽐較して、⼼肺蘇⽣の技術を有意に保持できるこ
とを⽰した 43)。この 45分間の講習は、学校の授業１コマ分に相当しており、学
校で⼼肺蘇⽣の授業を⾏う上で、適切な⽅法の⼀つとなりうる。 

⼀⽅で、⾃宅にいる時間を考えると、⾼齢者も⼼肺蘇⽣普及のターゲットとし
て外せない。本邦での報告では、⾼齢者は、⼼肺蘇⽣に関する知識や技術への不
安から、⼼肺蘇⽣を⾏うことをためらう傾向にあるとの報告がある 33)。その⼀
⽅で、⼝頭指導による⼼肺蘇⽣に焦点を絞った教育が、特に⾼齢者に効果がある
といった研究がある 44)。本邦では、消防による⼝頭指導によって Bystander CPR
の割合が増加した経緯もあり、⼝頭指導を踏まえた⼼肺蘇⽣の普及⽅法は、⾼齢
者の⾃宅での⼼肺蘇⽣への参加に対して効果はあると思われる。 

⼼肺蘇⽣を効率よく⾏うことができる環境づくりとして、AEDへのアクセス
のしやすさは重要な要素である。⽇本では、2004 年より、⼀般市⺠への AED仕
様が解禁されて以来、約 70万台の⼀般市⺠⽤の AED が販売されている 44)。⼀
⽅で、⾃宅で AED が使⽤された件数の増加は乏しい。院外⼼停⽌の 65%は⾃宅
で発⽣しており、院外⼼停⽌の予後の改善を⽬指す上で、⾃宅での AED の使⽤
率を改善することは必須である 27)。⾃宅での AED 使⽤率の低さの要因として、
①⼼肺蘇⽣に参加できる⼈数の少なさ、②AED が近くにないこと、などがあげ
られる。ストックホルムでは、携帯電話のアプリを使⽤して、院外⼼停⽌が発⽣
した場合にボランティアに通知し、現場に向かわせるという研究を⾏われた 45)。
本研究では、院外⼼停⽌の７割が⾃宅で発⽣しており、その Bystander CPR 率
を有意に向上させた。この研究では、AED の使⽤割合に関しては検討していな
いが、同様の⼿法は、⾃宅での AED 使⽤率の改善にも寄与しうると思われる。
トロントでは、ドローンを利⽤し、院外⼼停⽌が発⽣した場所へ AED を届ける
という研究が⾏われた 46)。本研究によって、ドローンを利⽤することにより AED
使⽤までの時間を短縮できることが⽰唆されている。特に AED 使⽤率が低い⾃
宅での院外⼼停⽌に対し、ドローンを利⽤した AED 輸送は効果的に⾃宅での
AED 使⽤率を改善しうる可能性がある。国内では、⽇本 AED 財団を中⼼に、
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AED 使⽤率の向上を⽬的に AED の設置場所を詳細に記した地図がインターネ
ット上に作成されている 47)。公共施設での AED の数を増やし、これらの AED
をインターネット上の地図上に登録し、⼀般市⺠に公開することは、⼀般市⺠に
よる AED の使⽤率の改善へ向けて、相乗的な効果につながる可能性がある。 

本研究にはいくつかの限界が存在する。本研究はウツタイン様式の統計を⽤
いた研究であるが、ウツタイン様式に存在しない変数(ADL やフレイルスケー
ル、併存疾患や既往歴、内服など)に関しては考慮できない。ADLが低い⽅やス
レいるスケールの⾼い⽅、併存疾患が多い⽅は公共施設にいる機会は少ないこ
とが想定され、それゆえ⾮家族に発⾒される機会は少なくなると思われる。この
点は家族に発⾒された⼼原性院外⼼停⽌の神経学的予後を悪化させている可能
性がある。⼀⽅で、家族が発⾒した場合の、⼼肺蘇⽣への⼼情的な影響に関して
も考慮ができないなどの限界も存在する。 
 

 
第５節 結論 
 本研究は、全国のウツタイン様式の統計を⽤いた後ろ向き観察研究であった。
家族によって⽬撃された⼼原性院外⼼停⽌は、⾮家族に発⾒された場合と⽐較
して、１ヶ⽉後神経学的予後は不良であった。その原因として、Bystander CPR
率の低さと AED 使⽤率の低さ、さらに⼼肺蘇⽣の質の低さが考えられた。院外
⼼停⽌を家族が発⾒される場⾯として、主に⾃宅が想定され、⾃宅での⼼肺蘇⽣
では助けを求めることが、公共の場よりも困難であり、⼼肺蘇⽣に参加できる⼈
数の限界によって上記が⽣じていると考察した。 
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第４章 研究総括と今後への展望 

 
第１節 総括 

本研究では、⼀般市⺠の⼼肺蘇⽣への参加と院外⼼停⽌の予後について、特に
⼀般市⺠の⼼肺蘇⽣への参加が重要である、⼼原性院外⼼停⽌に関して、世界的
な統⼀フォームであるウツタイン様式を⽤いて検討を⾏った。第２章では、筆者
が勤務する政令指定都市、川崎市において、地域別・時間帯別に検討を⾏った。
結果、⾃宅での Bystander CPR および AED の施⾏率の低さが問題点として挙
げられた。⾃宅での⼼肺蘇⽣の主役は、その家族が主であると考え、第３章では、
⼼原性院外⼼停⽌に関して、その⽬撃者別に蘇⽣⾏為の現状と予後の検討を⾏
った。川崎市における研究では、ウツタイン様式の元データを⼊⼿することがで
きず、川崎市のウツタイン様式の統計データを⽤いた研究であるという制約が
あったが、本研究では、元データを⼊⼿することができ、ウツタイン様式の項⽬
について、⾃由に解析・検討することができた。家族が⽬撃した場合にはやはり
Bystander CPR 率や AED 使⽤率は⾮家族の場合と⽐較して低い結果となった
が、これらの因⼦を調整しても、神経学的的予後は依然低い結果となった。家族
が⼼停⽌を⽬撃するケースでは、⾃宅など、周りの⼈に助けを求めることが困難
であるケースが想定され、⼼肺蘇⽣に参加できる⼈数が限定されると考えた。第
２章では川崎市という特徴のある政令指定都市においての検討であったが、全
国のデータを検討した結果、⾃宅での院外⼼停⽌の予後を向上させるためには、
⼀⼈でも多くの家族構成員が⼼肺蘇⽣に参加できるよう、特に学⽣などをター
ゲットとして⼼肺蘇⽣の普及を⾏うことが望ましいという結果は、川崎市のみ
ならず、⽇本国内で普遍的な結論であると考えた。 
 
第２節 今後の展望 
 本研究を通して、⼼原性院外⼼停⽌の予後を改善するために、特に学⽣をター
ゲットに⼼肺蘇⽣の普及を⾏うべきであると結論した。第３章で論じた通り、新
学習指導要領にて中学校及び⾼等学校では、⼼肺蘇⽣教育が義務化された⼀⽅
で、⼩学校では取り扱われなかった。新学習指導要領の施⾏後では、中学校・⾼
等学校での⽣徒に対する⼼肺蘇⽣の教育実施率は 100%となるはずであるが、⽇
本学校保健会「学校における⼼肺蘇⽣と AED に関する調査報告書」の全国の公
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⽴学校 H29年度調査によると、⼩学校⾼学年において、児童⾃⾝が⾏う⼼肺蘇
⽣及び AED教育導⼊に関して、８割以上の学校で、「導⼊すべきである」「どち
らかと⾔えば導⼊すると良い」と回答しており 48)、学習指導要領にない⼩学校
でも、現場では⼼肺蘇⽣の教育の必要性を感じている。しかし、同調査では実際
に⼩学校で児童へ⼼肺蘇⽣教育を⾏っている学校は 30%強程度であり、８割以
上の学校で、⼼肺蘇⽣の教育を児童にむけて導⼊すべきと回答したにもかかわ
らず、実際に実施されている割合とは乖離が⽣じていた。同調査では、⼩学校に
対して「児童⽣徒を対象に実技を伴う⼼肺蘇⽣や AED の指導を実施するための
課題はありますか。」というアンケートを実施しており、主な回答は、「講習時間
の確保(70.0%)」「指導上の教育課程への位置づけ(42.0%)」などの学習指導要領
に関する内容のほか、「訓練⽤資機材の不⾜(59.5%)」や「指導者の不在(31.0%)」
など、教材や指導者に関する障壁が現場には存在する。実際、新学習指導要領に
伴い改定された教科書において、⼼肺蘇⽣を取り扱う⼩学校の教科書も存在す
るが、1-2ページ程度の紹介にとどまっている。この問題点を解決すべく、公益
財団法⼈⽇本 AED 財団、⼀般社団法⼈⽇本臨床救急医学会学校への BLS 導⼊
検討委員会と全⽇本学校教材教具協同組合にて、「⼼肺蘇⽣・AED授業セット開
発委員会」を⽴ち上げた。内容は「学習指導案」「DVD教材」「模擬⼼臓」「模擬
AED」などを予定しており、指導者のいない学校でも、⼀定の⽔準の⼼肺蘇⽣
教育を、実技を通して学ぶことができるような教材づくりを⽬指している。⼩学
校から継続した⼼肺蘇⽣の重要性を啓蒙し続けることは当然重要であるが、こ
のように現場が⼼肺蘇⽣教育を⼀定⽔準以上のレベルで⾏えるよう教材を準備
することが実際に現場での児童への⼼肺蘇⽣教育に繋がり、その実績が、次期学
習指導要領の改定につながっていくものと考える。 

本研究は、ウツタイン様式を⽤いた統計データを使⽤した後ろ向き観察研究
であった。そのため、ウツタイン様式には項⽬として存在しない項⽬については
交絡の調整を⾏うことができなかった。現在、⽇本関東救急医学会に所属する計
４５の医療機関において、Survey of Survivors after Cardiac Arrest in the Kanto 
Area in 2017(S0S-KANTO 2017)として院外⼼停⽌患者の前向き他施設観察研
究を⾏なっている 49)。SOS-KANTO 2017 では、約 10,000症例を⽬標に、ウツ
タイン様式には存在しない上記の項⽬や、病院到着後の詳細な検査結果、治療内
容なども含んでいる。本研究にて、今回検討できなかった要素も含めて、さらな
る検討を進めていきたい。 
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